
 

 

 

 

      

 

 

 

 

     

 

 

    

 
 

 

     

  

 

《別添：２０１０年の目標》 

（１）研究用材料（生物遺伝資源） 

2005 年度現状 2010 年度目標 

保存数 
年間提

供件数
保存数 

年間提供

件数

備考 

微生物（保存株数１，

０００以上の生物遺

伝資源分譲機関が所

有する株数の合計。細

菌類以外にも菌類、微

細藻類も含む）※１

約 4  5 万 約  60 万

 例：酵母※２ 23,632 286 117,800 840 

 大腸菌※２ 28,474 700 62,300 1,000 

・輸入が困難。 

・順調に進捗して

いるものの、今後

も継続して整備

が必要。 

動物細胞（保存株数２

００以上の生物遺伝

資源分譲機関が所有

する株数の合計） ※1

約 4.8 万 約５万 

例：細胞（動物培養細

胞、がん細胞）、ヒ

ト細胞※２ 
5,806 4,991 5,300 5,150

ヒト培養細胞

（E S 細胞）※２ 

3 99 24 200 

・輸入が困難。 

・順調に進捗し、

目標を達成して

いるリソースも

あるが、今後は質

の観点も重視し

つつ整備が必要。

動物※１ 約 3,280 約 4 千

例：マウス※２ 2,075 1,271 3,650 1,450 

 ラット※２ 547 342 2,478 300 

・輸入が困難。ポ

ストゲノム対応。

・順調に進捗して

いるものの、今後

も継続して整備

が必要。 

ラットについて

は、引き続き、 

一定の年間提供

件数を維持しつ

つ、提供数あたり

の配付系統数等、

質の向上にも留

意する。 
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植物遺伝資源

・作物遺伝資源 

（保存点数１，０００

以上の作物遺伝資源

分譲機関が所有する

点数の合計）※１

約 4  0 万 約 6  0 万

例：シロイヌナズ

ナ/植物細胞・

植物遺伝子※２ 

366,153 681 470,185 600 

 イネ※２ 14,004 83 24,469 80

・輸入が困難。ポ

ストゲノム対応。

食料の確保に資

する研究開発に

必要。 

・順調に進捗して

いるものの、今後

も継続して整備

が必要。 

シロイヌナズナ

・イネは、引き続

き、一定の年間提

供件数を維持し

つつ、提供数あた

りの配付系統数

等、質の向上にも

留意する。

※１：文部科学省調べ（平成１７年７月）

※２：ナショナルバイオリソースプロジェクト採択機関調べ（平成１９年４月）

数値は系統数 ただし、調査基準が※１と異なるため例示として記載

（２）計量標準 

２００５年度現状 ２０１０年度目標 備考

物理標準 ２３２種 約２５０種 整備は以下のものに

重点化して進める。

①国際相互承認に必要な基本となる標準の整

備

②次世代産業のための基盤整備

③電気関連標準 

２０１０年の目標は「知的基盤整備特別委員

会中間報告」（産業技術審議会日本工業標準

調査会合同会議知的基盤整備特別委員会。平

成１１年１２月）で示された。 
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標準物質   ２２５種 約２５０種 整備は「環境・安全への対応に必要な

標準物質」に重点化して進

める。 

２０１０年の目標は、「知的基盤整備特別委

員会中間報告」（産業技術審議会日本工業標

準調査会合同会議知的基盤整備特別委員会。

平成１１年１２月）で示された。

※文部科学省調べ（平成１７年７月）

（３）計測方法・機器等 

２００５年度現状 ２０１０年度目標 備考

ライフサイエンス分

野の計測方法・機器等

２００４年度から「先

端計測分析技術・機器

開発事業」を開始し、

先端計測分析技術・機

器及びその周辺シス

テムの開発を推進。

「戦略的創造研究推

進事業」においても新

たな計測・分析基盤技

術に関する基礎研究

を戦略的に推進。

国際競争力があり世

界最高水準の性能を

有するものの供給を

可能とする（国内企業

による一定の国内市

場シェア（例えば５０

％以上）が指標となる

）。 

計測方法・機器等の産

業は高付加価値産業

でもあり、我が国全体

の国際競争力強化と

いう観点からも支援

が必要 
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（４）データベース 

①生物や生体の計測データ等に関するデータベース 

２００５年度現状 ２０１０年度目標 備考

ゲノム配列等のデータベース（塩基数、日米

欧三極でゲノム配列解析データを共有）

ＤＤＢＪに１年間に登録された塩基配列デー

タ数：約１，４００Ｍｂｐｓ

（2004年～ 2006年の平均値）

ＤＤＢＪに１年間に登録される塩基配列デー

タ数：約６，０００Ｍｂｐｓ

今後も、メタゲノム解析や個体差解析の展開

と新型シークエンサーの普及により、塩基配

列データは多様化・膨張。塩基配列データベ

ースは、あらゆる生命情報の基盤として、最

新のデータの網羅性を国際協調の下で追求。

タンパク質構造の解析データに関するデータ

ベース（データ数）

2001年度当初のデータ数に加え、 

ＰＤＢ j における登録データの累計が２，７

６１であるため、約３，６００ 

２００５年までにタンパク質の全ファミリー

構造（約１０，０００～１２，０００種類）

の１／３以上 

「ポストゲノム戦略の推進について」（科学

技術会議政策委員会ポストゲノムの戦略的推

進に関する懇談会。平成１２年１２月１４日

）で目標が示された。

タンパク質機能の解析により得られたデータ

のデータベースも重要。

人間特性データベース（データ数） 寸法・形態：約３５，０００人 

動態、感覚等：約１，７００人

寸法・形態：4万5千人規模、動態、視聴覚：

４千人規模 

「知的基盤整備特別委員会中間報告」（産業

技術審議会日本工業標準調査会合同会議知的

基盤整備特別委員会。平成１１年１２月）で

目標が示された。

２００５年に２００１年の米国レベルに追い

つき、２０１０年には世界の最高水準を目指

す。 

※文部科学省調べ（平成１７年７月、ゲノム配列等のデータベースについては平成１９年４月）

②材料や物質の計測データ等に関するデータベース 

２００５年度現状 ２０１０年度目標 備考

材料物性データベース（データ数） 約１，２２０，０００ 約１，８００，０００ ２００１年度の米国と同様の水準を目指す。

化学物質の安全性データベース（データ数） 約 4，0００ 約４，8００ 量と質の総合的観点から世界最高水準を目指

す。 

なお、「知的基盤整備特別委員会とりまと

め」（産業構造審議会日本工業標準調査会合

同会議知的基盤整備特別委員会。平成 

１８年１１月）で目標が見直しされた。 

※文部科学省調べ（平成１７年７月）
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③国土、地球、海洋、宇宙の計測データ等に関するデータベース 

２００５年度現状 ２０１０年度目標 備考

地理情報データベース（ＧＩＳ） インターネット等を通じて流通利用する仕組

みを構築済

２００５年度までにインターネット等を通じ

て流通利用する仕組みを構築

ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画（ＩＴ戦略本部。平

成１３年３月２９日）で目標が示された。

地質データベース ・地質図幅整備途上（２０万分の１地質図幅 8

7％、海洋地質図 77％）

・活断層データベース、火山データベースに

ついて整備更新中

・基本となる地質図の整備達成とシームレス

化

・活断層データベース、火山データベースの

構築・公開

「知的基盤整備特別委員会中間報告」（産業

構造審議会日本工業標準調査会合同会議知的

基盤整備特別委員会。平成１３年６月）で目

標が示された。

※文部科学省調べ（平成１７年７月）
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≪参考：科学技術基本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）抜粋≫ 

第３章 科学技術システム改革

３．科学技術振興のための基盤の強化

（２）知的基盤の整備 

① 知的基盤の戦略的な重点整備

研究開発活動が高度化し、経済社会活動全体の知識への依存度が高まる中、これら活

動全般を支える知的基盤（生物遺伝資源等の研究用材料、計量標準、計測・分析・試験

・評価方法及びそれらに係る先端的機器、関連するデータベース等）について、量的観

点のみならず、利用者ニーズへの対応の度合いや利用頻度といった質的観点を指標とし

た整備を行うよう知的基盤整備計画を見直し、選択と集中を進めつつ、２０１０年に世

界最高水準を目指して重点整備を進める。

なお、先端的機器については、機器開発そのものが最先端の研究を先導する性格を持

つことを踏まえ、重要な分野の研究に不可欠な機器や我が国が比較優位を持ちつつも諸

外国に追い上げられている機器について、鍵となる要素技術やシステム統合技術を重点

開発する。 

② 効率的な整備・利用を促進するための体制構築

利用者の利便性向上や各種知的基盤の統合的運用を目指し、知的基盤の各領域につい

て、公的研究機関等を中核的なセンターに指定し育成することにより拠点化を図る。中

核的センターにおいては、利用者ニーズを把握し、知的基盤の整備・運用に反映するこ

とが求められ、その共通的な機能としては、関係諸機関との連携、知的基盤の所在や技

術情報の集積・発信、知的財産等に関する検討等がある。

公的研究機関や大学は、知的基盤整備の一翼を担う専任人材の確保等により必要な体

制を構築するとともに、研究者・技術者の知的基盤整備への貢献の度合いを評価しうる

よう、それぞれの運営方針に適切に位置付けることが望まれる。国は、知的基盤整備に

貢献した研究者・技術者への表彰等により、この分野の社会的注目度を高めるよう努め

る。

また、公的研究機関や大学は、研究開発成果を蓄積するためのデジタルアーカイブ化

や研究用材料の保存等の重要性をそれぞれの運営方針に明確化するとともに、競争的資

金等の研究費の獲得に当たっては、これらに必要な経費を含めて研究計画を立案するな

ど、その計画的な蓄積に努めることが期待される。

今後、研究用材料等の授受がより頻繁に行われると考えられることから、国は、公的

研究機関や大学とともに、知的財産等に関するルール整備に引き続き取り組む。その際

、上記の中核的センターは、検討結果を他の機関と共有することを通じて、我が国の知

的財産等に関する問題への対応能力の向上に貢献することが期待される。

また、計量標準等の整備に係る国際的取組に引き続き主導的に参画し、特に、アジア

における計量標準整備や生物遺伝資源等整備に積極的に参加していく。
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科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会

委員名簿

【委員】 

○澤岡 昭 大同工業大学長 

◎白井 克彦 早稲田大学総長 

柘植 綾夫 三菱重工業株式会社特別顧問、前総合科学技術会議議員 

西山 徹 味の素株式会社技術特別顧問、 

日本経済団体連合会産業技術委員会産学官連携推進部会長 

野間口 有 三菱電機株式会社取締役会長、 

日本経済団体連合会知的財産委員会委員長 

【臨時委員】 

石田 英之 株式会社東レリサーチセンター代表取締役副社長、研究部門長 

石田 正泰 凸版印刷株式会社相談役 

岩田 修一 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

大川 安信 独立行政法人農業生物資源研究所統括研究主幹 

長我部 信行 株式会社日立製作所基礎研究所長 

北村 行孝 株式会社読売新聞中部支社編集担当 

久保田 正明 独立行政法人産業技術総合研究所研究顧問 

小寺山 亘 九州大学理事・副学長 

小原 雄治 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構理事、 

国立遺伝学研究所長 

高田 敏文 東北大学教授 

武田 健二 独立行政法人理化学研究所理事 

    西岡 郁夫 モバイル・インターネットキャピタル株式会社代表取締役社長、 

元インテル株式会社代表取締役社長 

二瓶 正俊 独立行政法人物質・材料研究機構主席研究員 

二瓶 好正 東京理科大学総合研究機構長 

平井 昭光 レックスウェル法律特許事務所弁護士・弁理士 

本田 圭子 株式会社東京大学ＴＬＯ取締役・弁理士 

松尾 由賀利 独立行政法人理化学研究所先任研究員 

松重 和美 京都大学副学長 

森下 竜一 大阪大学大学院医学系研究科教授 

（◎：部会長 ○：部会長代理） 



 

 

 

 

 

 

     

 

     

    

     

    

    

    

     

    

    

 

     

     

     

     

    

 

      

     

 

 

 

 

 

 

科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会

知的基盤整備委員会 委員名簿

【委員】 

◎澤岡 昭 大同工業大学長 

【臨時委員】 

石田 英之 株式会社東レリサーチセンター代表取締役副社長、研究部門長 

岩田 修一 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

大川 安信 独立行政法人農業生物資源研究所統括研究主幹 

長我部 信行 株式会社日立製作所基礎研究所長 

久保田 正明 独立行政法人産業技術総合研究所研究顧問 

小原 雄治 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構理事、 

国立遺伝学研究所長 

二瓶 正俊 独立行政法人物質・材料研究機構主席研究員 

二瓶 好正 東京理科大学総合研究機構長 

松尾 由賀利 独立行政法人理化学研究所先任研究員 

【専門委員】 

漆原 秀子 筑波大学大学院生命環境科学研究科教授 

大野 英雄 財団法人高輝度光科学研究センター専務理事 

小幡 裕一 独立行政法人理化学研究所バイオリソースセンター長 

齋藤 宗雄 財団法人実験動物中央研究所総務経理部長 

豊則 有擴 横河電機株式会社フェロー、ＣＭＫ本部未来技術探索担当 

根岸 正光   大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所

教授、総合研究大学院大学複合科学研究科長 

藤田 節 弁理士、平木国際特許事務所副所長、バイオグループリーダー 

御園生 誠 独立行政法人製品評価技術基盤機構理事長 

（◎：主査） 




